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大手建設資本大手建設資本大手建設資本大手建設資本にににに従事従事従事従事するするするする今日今日今日今日のののの「「「「一人親方一人親方一人親方一人親方」」」」のののの形成過程形成過程形成過程形成過程    

越智 今日子 

 

はじめに―問題の所在 

１．「一人親方」化の歴史的な過程 
「一人親方」化の先行研究 

1)町場における一人親方と「一人親方」

化 
２．「一人親方」化と「一人親方」の契約

状況 

1)「一人親方」化の状況 
(1)好景気期における「一人親方」化 
(2)不景気期における「一人親方」化 

2)「一人親方」の請負単価・契約状況 
(1)所属会社への依存 
(2)「仕事の空き」状況 

(3)「一人親方」の請負単価の減少と収

入 
３．生産組織にみる「一人親方」として

の職長の責任・役割と労働実態 
1)生産組織にみる「一人親方」の職長と

しての役割・責任 

2)「新規入場者アンケート」により「一

人親方」職長を偽装雇用 
3)1 次下請である材料メーカー・商社へ

の 2 次下請の内部組織化 
おわりに 

はじめに―問題の所在 

今日の建設業において生産組織は重

層下請構造となっており、その末端で施

工を担っている中に一人親方が含まれ

る。建設政策研究所（以下、建政研）と

全国建設労働組合総連合（以下、全建総

連）が行った『重層下請構造調査』では、

元請業者や一次下請業者など重層構造

における上位業者の間でも「相当程度一

人親方へ外注が行われ」、同時に請負会

社の職人と一緒に一人親方が労務を分

担する「分業型の下請構造に不可欠な労

働力」

１）

となっていることが明らかに

された。 

この調査をうけ、2008 年から 2009

年にかけて、全建総連と建政研との共同

で『建設産業における今日的「一人親方」

調査・研究』（以下、「一人親方」調査）

が取り組まれた

２）

。これらの調査を通じ

て、野丁場で大手建設資本に従事する今

日の「一人親方」の働き方の実態や、賃

金労働条件が具体的に明らかにされた。 

今日の建設業の生産構造の末端には施工をになっている「一人親方」が位置づけられて

いる。その「一人親方」の働き方の多くは下請業者の工事受注に組み込まれ専属的なもの

であり、賃金・単価は低いものであるが、労働者としてではなく事業主とみなされるため、

社会保険・労働保険など労働者としての権利・保護から漏れている。その上、所属会社の

受注の増減の調整弁とされており、仕事の確保も不安定な状況である。 

このような働き方はまず、町場において自営業の前段である起業の準備の段階である職

人が自営業で安定的に仕事を確保できない部分を賃労働で補填していた側面があった。し

かし、大手住宅メーカーの拡大により町場の市場が狭められ、賃労働者のまま自営業者と

して仕事を確保することができない状況が増加した。一方で野丁場において、元請ゼネコ

ンのコストスリム化により、下請企業はゼネコンから施工の責任を転嫁され、監理や施工

において職人を外部化した。それによって生み出されたのが今日の「一人親方」である。 
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一般的に「一人親方」は労働者として

ではなく事業主としてみなされるため、

労働者として保障されるべき権利を享

受できない。労働者として享受できる権

利の典型的なものには労働保険につい

て労災保険は 10 割、雇用保険は建設業

の場合 11.5/1000、年金、健康保険につ

いて原則 5 割以上など安定した生活が

保障されるために事業主が負担する社

会保険や、ガソリン代等の交通費、ある

いは道具代、機械の修繕費用等の諸経費

などがある。しかし「一人親方」の場合、

雇用保険の対象にはならず、労災保険に

ついては労働者を使用しないで事業を

行うものとして全額自己負担の「特別加

入」制度を利用しなければならない。ま

た、年金や保険、交通費や諸経費などす

べてが自己負担であり、得られた収入で

賄わなければならない。 

一方、報酬については出来高や日給月

給であるが、その金額をみると「一人親

方調査」のヒアリングでは最高額が日額

23,000 円、最低が 14,000 円であった。

さらに「一人親方調査」における 08 年

12 月の可処分所得（ここでは 08 年 12

月の収入から自分持ち費用の合計を引

いた月額所得）は、マイナスとなった割

合が 17.5％存在した。また、プラスで

あったとしても、20 万円未満であった

割合は 23.5％であった（N=624）３）

。

さらに年収では 200万円未満が 14.0％、

200 万円以上 300 未満が 25.1％で 300

万 円 未 満 は 39.1 ％ に も の ぼ る

４ ）

（N=857）。そして収入面で保障されて

いないにもかかわらず、請負先との関係

では所属会社で専属的に就業している。

同調査ヒアリングでは 6 人中 4 人が 1

社専属的に就業していた

５）

。しかし、所

属会社の受注が減少した時には「次の仕

事」の連絡が来ないというだけで簡単に

失業状態に陥ってしまう不安定な状況

に立たされている。 

以上のように建設産業の重層下請構

造において 1 社専属的に就業し末端で

施工を担い、報酬も日給月給や出来高で

あることを鑑みれば、「一人親方」はそ

の実態としては雇用されている労働者

とみることができるが、形式的には施工

部分を請け負う独立自営業者とみなさ

れ、受注調整弁の役割を課せられている。

このような問題意識から、本稿では今日

の「一人親方」の労働実態および賃金・

単価と労働諸条件を分析し、さらに「一

人親方」が形成されるメカニズムの今日

的な特質を検証したい。なお、本稿では

次節に述べる本来的な一人親方と今日

のそれを区別し「一人親方」と記す。 

 

１．「一人親方」化の歴史的な過程 

「一人親方」化の先行研究 

１）町場における一人親方と「一人親方」

化 

「一人親方」そのものを対象とした先

行研究は少ないが、「一人親方」を論じ

た研究としては道又健治郎・木村保茂

（1971）６）

、椎名恒（1983）７）

、加藤

佑治（1987）８）

があげられる。以下、

一人親方と一人親方化について見てい

く。 

道又・木村（1995）は、個人住宅の

建設を施主から直接請け負う町場の「労
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働組織」において、「親方は発注者から

直接仕事を請け負うところの独立自営

業者として存在」

９）

しており、「親方―

職人―徒弟（＝見習い）という 3 つの階

層からなる等級制的編成の職人集団が

一般的」

１０）

であるとしている。一方で、

一人親方について「個人住宅の仕事を引

き受けたばあい、仲間の職人層の協力を

えて工事を完成させるといった一人親

方層」

１１）

と言及されており、職階の一

つに位置付けられていない。そして親方

制度が 1955 年以降、電動具や新建築材

料の発展に伴ともない作業が単純化し

たため「他の職種の労働者が徒弟＝見習

いを経ずに建築職人労働市場に入るこ

とを可能にした」ことで生産方式が変化

し、親方になれる見通しがなく「親方に

なれずに一人親方で足踏みしている」と、

親方制度が変質したことを指摘してい

る

１２）

。このことから親方になる前段と

してのひとつの層として認識されてい

ると考えられる。 

次に、椎名（1983）は町場における

階層について「見習（徒弟）→職人→親

方（業者）」という「階層制的昇進序列」

が熟練技能に基づいて存在しているこ

とを指摘している。この序列については

道又・木村（1995）の指摘と同様のも

のであるが、一人親方については「同じ

一人親方の場合にも、請負いを生業的に

行う者もあれば小修理工事で賃稼ぎす

るのが常態となっている事実上の賃労

働者もあるし、さらには資本による意図

的な労務管理も加味されて自律的装い

をこらされた手間請労働者もある」

１３）

と 3 パターンについて指摘している。こ

こでいう資本とは地域に根付いた個人

住宅の生産活動を行う町場と同じ市場

に、1970 年代を通じて拡大してきた大

手住宅資本＝新丁場である。大手住宅資

本の拡大で市場が縮小した町場におけ

る親方層が「人件費の支払いの困難を回

避する傾向として」職人を手放し、一人

親方化する傾向が増大したと指摘され

ている

１４）

。 

次に、加藤（1987）は、丁場を特定

しておらず、また「一人親方」化につい

ては言及していないものの、一人親方に

ついて次のように指摘している。 

「かれ等の大部分は特別に事務所な

どは持たず、必要な時には、自宅の居間

を事務所がわりに用いたりしており、自

動車やまた大工、左官等その仕事に必要

な道具などは自己の所有である。この層

は通常建設業の元請（しかしこの場合実

際上これ自体が下請のことが多いが）と

請負契約をして就業する。この場合同じ

就労現場で働く労働者層よりも所得は

高い」

１５）

。この点から見れば事業者と

して不可欠な「事務所」を構え、また、

多少なりとも生産手段を保有し、必要経

費は自分持ちであるため労働者よりも

所得は高額である独立自営業者である。 

しかし一方で、請負仕事が十分に確保

できない不安定な収入を賃労働者とし

て確保するという側面を持ち合わせて

いることが言及されている。「『請負にな

ればなったで、道具の修理代や業者との

通信費、交際費などがかさみ入ったお金

も右から左へ抜けて、勘定あっても銭足

らず』（「タイル張りをやっている雇無業

主 M 氏〔38 歳〕の話」）といった状況
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である。そして請負契約の仕事も必ずし

も一定してあるわけではなく、請負仕事

がない場合には賃労働をおこなう。つま

りかれ等は『自営業者』ではあるが、と

きどき賃労働になる」

１６）

。 

以上のことから、一人親方とは見習い

から職人にステップアップする過程を

経て建築物の生産に必要な一定の技能

を身につけ、職人や見習いを雇用する自

営業者の前段である起業の段階あるこ

とが推察される。また、施主から直接注

文を請けるので、工事費用を積算する場

合には雇われていた時とは異なり、収入

の中には必要経費を含めたものにしな

ければならず、当然、職人として雇用さ

れていた時よりも高額の収入を得る必

要がある。ただし、他の産業においても

同様であるように、起業してすぐに十分

な顧客を確保することは難しく、当面の

間は賃労働者として収入を確保しなけ

れば生活が困窮してしまう。したがって、

独立自営業者と賃労働者との両側面が

一人親方には見られるのではないかと

推察される。 

しかし、他方で、椎名（1983）が指

摘するように1980年代には新丁場が拡

大することにより職人を手放さざるを

えなくなった親方が一人親方化する状

況も相まって、道又・木村（1971）が

指摘するように、1970年代には親方に

なれずに足踏みしている状況が早くも

生じていた。 

以上、先行研究を通じて「一人親方」と、

町場および新丁場での「一人親方」化の状

況について見てきた。次に、野丁場におけ

る「一人親方」化の状況を見ていきたい。 

２）野丁場における「一人親方」の形成 

公共工事やマンション、ビル建設など

民間工事など大規模構造物を建設する

野丁場において、「一人親方」化は重層

下請構造の進展・深化と密接に結びつい

ている。なぜなら、第一に、「一人親方」

は建設業の生産組織において重層下請

の最末端に位置付けられ、工事の指揮・

監理に不可欠な施工の品質を担保する

キーとしての役割をはたすからである。

工事の指揮・監理の面では町場において

「一人親方」が施主から直接注文を受け

て住宅を生産することと共通している

ことであるが、第二に野丁場においては

とくに受注の増減が大きく、それに合わ

せた人員の確保・配置を必要とし、その

際の調整弁としての役割を「一人親方」

が果たす。 

1970 年代後半から 80 年代前半に公

共投資の停滞期が続き、多くのゼネコン

は労働者の管理強化、下請への厳しい発

注管理を基本にした「減量経営」に踏み

込んだ。その内容は「経営戦略を練り直

し、新たな需要創出を目指した新規事業

開拓、プロジェクトの計画・設計・施工・

販売により、みずから需要を創出すると

いう、いわゆる受注産業から造注産業へ

の事業モデルの方向転換を目指」

１７）

す

ものであった。「そしてゼネコンは付加

価値の高いソフト部門、下請はハードな

部門へと分業化を目指した。」

１８） 

そして 1985 年のプラザ合意後、「公

共投資の拡大、金融緩和、企業の財テク

（土地・株式等への投資・投機）、民間

設備投資の急増」により、「建設業では、

都市部を中心に建設ラッシュ・建設ブー
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ム」に突入した。大手ゼネコンは EC 戦

略をもとに「大型プロジェクトを特命受

注・設計施工で消化し、急速な事業量増

加を生んだ」

１９）

。 

ここで具体的な下請への責任および

役割の移行についてみていきたい。 

佐崎(2001)によれば労働省の「建設労

働構造問題研究会」（1994）による重層

的下請問題に指摘された「契約関係が不

明確な者の存在」を取り上げ、「『一人親

方』、『世話役』等の名称でよばれる労働

者又は労働者の小集団のまとめ役がそ

れぞれの下請事業主の下で労務を提供

しており、また、『準直用』という世話

役等の労働者という形式をとりつつも、

労務管理は下請事業主が行っていると

みられる労働関係が存在している」

２０）

ことを引用し、下請関係労働者の変化に

ついて、「現場労働力の担い手であった

1 次下請業者は、バブル崩壊後、元請け

のコスト低減に伴う低単価による雇用

労働者大幅減少と小グループ化、個人の

一人親方等契約就業者の増加が大きな

方向となった」

２１）

と指摘している。 

さらに、1 次下請業者は元請の管理業

務を「自主管理」として協力する一方で、

管理部門と施工部門をそれぞれ独立さ

せたことを示唆している。すなわち、1

次下請の施工を担う再下請業者として

「協力業者」の名の下に 2 次下請けとし

て独立したのである。このとき、1 次下

請の施工部門として「協力会社」になっ

ている 2 次下請は、形の上では分離独立

したとはいえ 1 次下請会社以外からの

受注を得ることは難しいことが推察で

きる。それゆえ、2 次下請業者の 7 割が

「日給月給で雇う契約労働者」や雇用先

をもたない「一人親方」に頼ることで受

注量の増減にともなう労働力の調整を

図るとともに、直用労働者を切り離し社

会保険の経費負担等、経費の軽減を図っ

たことをあげている

２２）

。 

このように業務内容のスリム化、管理

コスト及び、社会保険等の費用の軽減な

ど重層下請構造において責任が下位へ

下位へと転嫁され、「一人親方」もまた

末端下請業者として責任を負うことに

なる。 

 

２．「一人親方」化と「一人親方」の契約

状況 

 

以上、町場と野丁場の「一人親方」化

について既存の研究から検討してきた。

以下では全建総連と建政研が取り組ん

だ『建設産業における今日的「一人親方」

調査・研究』において労働実態、契約形

態、労働条件、費用負担の形態、要求や

意識状況などの実態と、その後行った聞

き取り調査をもとに「一人親方」化の状

況と「一人親方」の契約状況についてみ

ていきたい。 
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表 2-1 ヒアリング対象者の属性 

ケ

ー

ス 

聞

取

日 

職

種 

丁

場 

現

場 

年

齢 

家

族

人

数 

入

職

年

齢 
「

一

人

親

方

」

に 

な

っ

た

年

齢 

1 6 月 3 日 
給排水 

設備 
新丁場 

コンビニ マンション 

都下水道局 
41 10 15 36 

2 7 月 8 日 金物 野丁場 地下鉄 病院等 55 2 27 33 

3 7 月 8 日 板金 野丁場  62 3 18 61 

4 7 月 10 日 土木 野丁場 港湾 道路等 48 2 23 47 

5 5 月 8 日 電工 新丁場 パナホーム 47 4 21 30 

6 5 月 29 日 大工 
町場 

野丁場 

戸建て住宅 

マンションリフォーム 
57 4 16 27 

7 5 月 29 日 大工 新丁場 住友林業 56 4 17 30 

8 5 月 25 日 大工 新丁場 ポラテック 55 4 16 39 

9 7 月 8 日 金物 野丁場   61 3 19 22 

10 7 月 16 日 タイル 野丁場 マンション 44 3 18 18 

11 11 月 2 日 塗装 野丁場 
ビル マンション 

病院等 
33 5 20 - 

12 11 月 4 日 金物 野丁場 駅ビル 空港等 40 4 20 - 

出所：全建総連・建設政策研究所『建設産業における今日的「一人親方」労働に関する調査・研究報告書』

2010.2、p.64 より作成。 

 

１）「一人親方」化の状況 

まず、「一人親方」化の状況について

みていきたい。野丁場における「一人親

方」の独立の時期は聞き取り対象者につ

いてみると 1970 年代、80 年代、2000

年代に分散している。そして「一人親方」

化の様相は年代別に異なるものであっ

た。 

(1)(1)(1)(1)好景気期好景気期好景気期好景気期におけるにおけるにおけるにおける「「「「一人親方一人親方一人親方一人親方」」」」化化化化 

1970 年に独立した金物工（No.9）２３）

によると、高度成長期で建設投資が急拡

大していた時期だったため、「まともな

職人ではなくても仕事がたくさんあっ

た」という。19 歳で親方の下に入職し

てから 2 年間に 2 人の親方の下で働き、

3 年目で「一人親方」になっている。親

方の上位会社の対応については「あの頃

は仕事が山とあったもんだから、なるべ



大手建設資本に従事する今日の「一人親方」の形成過程（越智 今日子） 

 37 

く安く使いたかったわけでしょ。できな

い人間でも連れてって、やらせて、安く

単価やる」と答えており、労働力確保に

上位業者が注力していたことがわかる。

一方、会社にとっては安い単価でも、金

物工からすれば親方から受け取る賃金

よりは高くなる。そのため、会社とは雇

用契約は結ばずに、手間請の形態で専属

的に仕事を請けるようになった。 

また、タイル工（No.10）によると「一

人親方」として 1 社専属の手間請で働い

ていた父親の下に 86 年に入職したため、

扱いは「一人親方」であった。88 年頃

には会社の景気がよく厚生年金や雇用

保険にも 2 年ほど加入していたという。 

好景気における「一人親方」化は会社

がより安い労働力確保を目的に「一人親

方」化を強力にすすめる傾向にあったの

ではないかと考えられる。 

 

(2)(2)(2)(2)不景気期不景気期不景気期不景気期におけるにおけるにおけるにおける「「「「一人親方一人親方一人親方一人親方」」」」化化化化    

一方、不景気になるとその様相は一変

する。 

給排水設備工（No.1）は 04 年に「一

人親方」になったが、その理由は建設業

の先行きを懸念し、自ら会社を辞め自分

ひとりの仕事と生活を手間請で賄って

いく道を選んだという。 

また、08 年に始まった米国発世界不

況の影響で「一人親方」化した人が 2

名いた。08 年に「一人親方」化した土

木工（No.4）によると、「会社の仕事量

が減少し、その時の従業員数（約 10 名、

作業員 7～8 名、技術者は社長含め 3 名）

では会社が経営していけないと思った

ため自ら退職した。会社の工事高はピー

ク時で年間 2 億円ほどだったが、１億円

を切り、会社を退職する決断をしたころ

は 5000 万円～6000 万円くらいまで落

ち込んでしまったという」

２４）

。 

さらに板金工（No.3）は兄弟で会社

を経営する立場であったが、耐震偽装問

題の影響で工事が止まっていた頃から

仕事量が減っており、仲間うちで上位業

者の倒産を懸念しながらも仕事を請け

ていたが、上位業者の受注先である不動

産屋が倒産し、上位業者が影響を受けて

経営が傾いた。それにたたみかけるよう

にリーマンショックの影響で板金工

（No.3）の経営していた会社は倒産し

たという。上位業者の倒産による経営悪

化は一緒に会社を経営していた兄弟と

の信頼関係にも溝をつくり、経営してい

た会社は兄弟が存続し、板金工（No.3）

は経営から退き「一人親方」になった

２

５）

。 

以上のように好況・不況の両側面で

「一人親方」化は進んでいる。アンケー

ト結果（表 2-2）を見ると「一人親方」

化の契機は、概して「収入を増やすため」、

「自由に仕事をしたいから」と積極的に

「一人親方」化したという回答が多いも

のの、99 年 2008 年の建設不況といわれ

る時期においては「雇ってくれるところ

がないから」が 16.1％、「人を雇えなく

なりやむなく」が 22.6％となっている。

先にみたように「親方」が確保できる仕

事の減少や経営悪化した経営者が使っ

ていた、あるいは、雇っていた職人を手

放さざるを得ない状況があると考えら

れる。 
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表 2-2 野丁場における「一人親方」化の時期別の契機 

 

  

収

入

を

増

や

す

た

め 

自

由

に

仕

事

を

し

た

い

か

ら 

好

き

な

仕

事

を

選

び

た

い

か

ら 

雇

っ

て

く

れ

る

と

こ

ろ

が

な

い

か

ら 

人

を

雇

え

な

く

な

り

や

む

な

く 

そ

の

他 

総

計 

              
～1958 年 

          

1 2 1   1 1 6 
1959～1968 年 

16.7% 33.3% 16.7%   16.7% 16.7% 100.0% 

8 5  2 2 1 18 
1969～1978 年 

44.4% 27.8%  11.1% 11.1% 5.6% 100.0% 

12 12 3 2 3   32 
1979～1988 年 

37.5% 37.5% 9.4% 6.3% 9.4%   100.0% 

8 15     1 1 25 
1989～1998 年 

32.0% 60.0%     4.0% 4.0% 100.0% 

7 10 1 5 7 1 31 
1999～2008 年 

22.6% 32.3% 3.2% 16.1% 22.6% 3.2% 100.0% 

36 44 5 9 14 4 112 
総計 

32.1% 39.3% 4.5% 8.0% 12.5% 3.6% 100.0% 

出所：同上、p.35。 

 

２）「一人親方」の請負単価・契約状況 

(1)(1)(1)(1)所属会社所属会社所属会社所属会社へのへのへのへの依存依存依存依存    

表 2-3 は聞き取りから得られた所

属・専属・請負先の状況と契約書の取交

し状況である。聞き取りを行った野丁場

に従事する対象者のうち「所属会社」か

ら仕事 を得ている対象者 は 4 名

（No.1,2,10,11）で 1 社専属的に働いて

いる。金物工（No.12）は個人会社の所

属だが、口頭での雇用契約を結んでいる

という。ただし、社会保険には加入して

おらず専属的に働いているという要素

がつよい。また金物工（No.9）はヒア

リング時に仕事の請負先は 4 社であっ

たが、もともと「所属会社」から専属的

に仕事を請けていた。しかし、仕事量が

減少したため 4 社から請けている

２６）

。 

一方で、契約書は土木工（No.4）が

公共事業の際に請書を作成したことを

除きほとんどのケースで取り交わして

いなかった。仕事の受注の仕方は契約書

のやり取りではなく、携帯電話で次の現

場の工期、場所などを伝えられ、図面を

ファックスやメールで受け渡たされる

ということが一般的のようである。口頭

での契約にする理由として聞き取りか

ら得られた回答は、第一に、「信頼関係」

であるという。金物工（No.2）の所属

会社との関係をみると、正社員として以

前勤めていた会社が倒産したのが 1987

年であるが、今の所属会社は以前勤めて 
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表 2-3 所属・専属・請負先の状況と契約書の取交し状況 

ケース 職種 年齢 所属・専属・請負先の状況 
契約の 

取り交わし 

1 給排水設備 41 1 社の専属的 なし 

2 金物 55 金物会社の専属 なし 

10 タイル 44 
グループ請負のグループ長に専属的 

グループ長は専門工事業者に専属的 
なし 

9 金物 61 4 社から請負 なし 

12 金物 40 個人会社 なし 

11 塗装 33 1 次下請会社に登録 なし 

4 土木 48 入札した時に仕事をくれる会社が 8 社 
公共事業のみ 

請書を作成 

出所：同上、p.74。 

いた会社の下請会社であった。したがっ

て、20 年以上の長い付き合いの中で「信

頼関係」が培われたようである。勤めて

いた会社が倒産したため「拾ってもら」

い、いったん所属会社の下請の親方の下

についた後、「一人親方」の協力会社と

して専属下請業者にされた

２７）

。協力会

社はランク分けされており、最も高い A

ランクに位置づけられている

２８）

。 

またタイル工（No.10）は「一人親方」

4 名のグループで仕事を受注している

が、グループリーダーとの付き合いが長

い。2 人は別の 1 次業者に専属の「一人

親方」であったが、それぞれの 1 次業者

は同じ元請ゼネコン K の専属 1 次下請

業者であったため、現場が一緒になるこ

とがあり顔見知りだった。No.10 タイル

工の上位業者が 08 年 12 月に倒産し、

仕事を探していた所、そのグループリー

ダーから一緒に仕事をしないかと誘っ

てもらったという

２９）

。 

長い付き合いの中で培われた「信頼関

係」の中には、その職人が持っている技

能レベルも含まれており、契約を書面で

交わすことよりも技能を伴った「信頼関

係」の方が重要視されている側面が見受

けられる。 

第二に、「微細な施工内容においては

契約を交わす間に作業が終了してしま

うことから契約を口頭で済ませるケー

スが見られた」

３０）

。「一人親方」が請負

う仕事は細分化された工事個所を個人

業者として一人で請負うこともある。金

物工（No.9）はそのような場合、単価

の交渉は 1 次による指値で来たほうが

楽で、聞いた値段で請けるかどうか決め

る。ただ、仕事が終わってから「いくら

にしようか」と話し合って決めるという

ことのほうが多い。工事箇所が細分化さ

れることが口頭でのあいまいな契約の

状況を生み出していると考えられる

３１）

。 

このように所属会社に依存している

「一人親方」は多く、業者として工事の

契約を結ぶのではなく「信頼関係」にも

とづく口頭契約が主になっている。微細

な施工内容についても、単に作業がすぐ
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に終了してしまうからだけでなく、そこ

にはやはり技能レベルを含んだ「信頼関

係」に職人、所属会社双方が依拠してい

るといえる。ただし、この「信頼関係」

は仕事を保障することには必ずしも結

びついていない。次に、所属会社の受注

状況により「仕事の空き」が発生するこ

とについて述べる。 

    

(2)(2)(2)(2)「「「「仕事仕事仕事仕事のののの空空空空きききき」」」」状況状況状況状況    

表 2-4 は聞き取りにおいて仕事が空

いた期間についてまとめたものである。

仕事が空いていないと答えたのは実質

的に塗装工（No.11）の一人だけである。

金物工（No.9）は「空いてない」と答

えているが、金物工（No.12）が「2～3

日空くのが当たり前」と答えているのと

同様の回答をしている。世界的同時不況

の影響もあり、1 ヵ月や 1.5 ヵ月もの長

い期間失業状態にある深刻な状況であ

る。所属会社から専属的に仕事を請けて

いるにもかかわらず、なぜそのような状

況が生じるのか。 

金物工（No.2）は所属会社における

協力会社のランク分けで A クラスであ

り、最優先で仕事が回ってくる位置づけ

にあった。しかし、それにもかかわらず

2008 年末と 2009 年 4 月から 5 月にか

けて 1.5 ヵ月もの間、仕事がない状況が

続いた。所属会社の専属業者になって

20 数年来初めてのことだという。仕事

のスケジュールは通常 2 週間前までに

は決まっており、連絡は 1 週間単位で月

曜日に入るという。だから連絡がない時

は１週間仕事がないということになる。

彼の場合は仕事がなかったから連絡が

なかったのであるが、これまでに「連絡

が来ない」ことで所属会社との関係を

「切られた」人を見てきているという。

休んでいる間の収入は当然保障されな

い。経済的に不安定な状況に加えて、精

神的なダメージも受けている

３２）

。 

「ストレスたまって、精神的におかし

くなるから、あんまり（仕事が）来ない

と。不安になるの。・・・仕事をなんで

くれるって裏付けがないままもらって

るわけでしょ。逆に、来なくなったっ

て不思議じゃないでしょ。何人もそう

いう人見てるわけだから。それも切り

ますよって言うんじゃなくて、仕事出

さなくてすむんだから。こんな便利な

ところないよ、気がついたら仕事来な

い。何でだろう、仕事がないのか、切

られたのかわからない」

３３）

。 

図 2-1 はタイル工（No.10）の聞き取

りをもとに仕事の空き状況を示したも

のである。2008 年 12 月 8 日に 25 年間

所属していた会社が倒産した。それま

表 2-4 仕事の空き状況 

ケース 職種 年齢 空いた期間 

1 
給排水 

設備 
41 1 ヵ月 

2 金物 55 1.5 ヵ月 

10 タイル 44 1 ヵ月 

9 金物 61 空いてない 

12 金物 40 
2～3 日空くのが 

当たり前 

11 塗装 33 空いてない 

4 土木 48 1 ヵ月 

3 板金 62 仕事があればやる 

出所：同上 p.80 より作成。 
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で所属会社で仕事が空くことはほとん

どなかったという。彼はその後 4 月に

「一人親方」のグループリーダーの下で

仕事を請けることになるが、それまでの

間仕事を見つけるのに苦労したという。

倒産してから 2 月末までは元請の立て

替え払いで残工事の仕事や土建の仲間

の下に面接に行き仕事を確保すること

ができたが、3 月～4 月の間は「2 次下

請みたいな形で」の請負を「モザイクで

平米 1200 円、コーナーがメーター300

円。その間に内部もやったがえらい安か

った」とそれまでよりも安い請負単価で

請けていたという

３４）

。 

 

 

図 2-1 仕事の空き状況 
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出所：同上、p.84。 

 

では、仕事が空き、失業状態が続いた

時にハローワークのような公的機関は

活用できないのか。土木工(No.4)は 23

歳で祖父が経営していた小さな建設会

社に入職し、技能は現場で学ぶ他、技術

的なことは祖父に教わった。その経験も

あってその後の勤め先では管理的なこ

とや営業的なことも経験したという。し

かし、勤め先の会社の経営が厳しくなっ

て会社を自ら退職した後、2009 年１月

の１ヵ月間仕事がなかったという。その

時にハローワークに行ったが直前の勤

め先の会社の手取り（27～28 万円/月）

を基準に探していたこともあり、なかな

かみつからず、面接に行っても不採用に

なったという。そのうちに失業保険が切

れ、「いろんな求人情報みて、県外のも

みた」が、見つからなかったという。結

局、近所の小さい仕事をやらせてもらっ

たのがきっかけで「一人親方」として仕

事を請けるようになったそうだ

３５）

。 

また、鉄筋工の聞き取り（「一人親方」

調査ではない）でも、ハローワークに通

いつめ、その紹介で何度か面接を受けよ

うと連絡したが断られたというケース

もある。農業の口で就職口が見つかりそ

うになり、建設業をあきらめようかと思

った矢先に知り合いから鉄筋工として

の就職先を紹介され、結局その会社に就

職したという

３６）

。 

以上のように、所属会社として専属的

に仕事を請けていても、「一人親方」と

いう労働者としての雇用ではなく個人

事業主として契約しているため、所属会

社の受注量の増減により調整弁として

の機能を担わされる。また、不況期には

上位業者や勤め先の会社などの倒産が

増大するが、同じ職に就こうと思っても
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全体的に不況であるゆえに仕事の確保

は難しい。とはいえ、仕事仲間や知人な

ど、技能を含む信頼関係に依拠した結び

つきの強い建設業界では公的な機関で

仕事先を確保するのもまた難しい状況

である。このように「一人親方」という

存在形態自体が不安定さを孕むもので

あり、不安定さを解消するため、身軽に

仕事を確保できるための手段としても

また、存在形態を保っている。以下では

その収入状況についてみていきたい。 

 

(3)(3)(3)(3)「「「「一人親方一人親方一人親方一人親方」」」」のののの請負単価請負単価請負単価請負単価のののの減少減少減少減少とととと収収収収

入入入入    

表 2-5 は聞き取りにおいて得られた

請負単価、および、費用負担の状況をま

とめたものである。土木工（No.4）の

「材工とも請」

３７）

を除けは、ほとんど

が手間請である。請負単価については常

用単価と出来高と応援を例示している

が、工事代金の受け取り方は一様ではな

く金物工（No.2）、土木工（No.4）、タ

イル工（No.10）は仕事によって平米い

くらなどの出来高で受け取ることがあ

る。 

まず、常用単価についてみるともっと

も高いものが 2.3 万円、最も低いのが 1

万円となっている。以下に賃金単価の減

少状況を中心に収入についてみていき

たい。 

塗装工（No.11）は 33 歳と若手で入

職した 13年前は 1万円/日であったので、

常用単価としては下がっていないが、決

して高い収入とはいえない。彼の場合は

大手ゼネコン数社の 1 次下請塗装会社

に登録するという形をとっており、そこ

での仕事は切れ目がないという。 

金物工（No.2）が所属会社の専属「一

人親方」になったころの常用単価は 2.8

万円/日で、夜勤手当は 1.5 倍ついてい

た。しかし、現在の常用単価は 2.8 万円

/日で夜勤手当は 1 割くらいしかつかな

いという。それ以外の収入は現場で知り

合った業者から特殊な技能を必要とす

る施工をお願いされることがあり、その

時には口頭での取り決めを行うことが

多いという。また、グループ長として、

あるいは工期に間に合わせるために応

援を呼んで仕事を請けることがあり、人

工計算で一人 2.3 万円/日ずつ受け取る

が、2.2 万円を支払い、諸経費として一

人 1000 円ずつ受け取っているという。 

土木工（No.4）の場合、「材工とも」

で請負い、報酬は直接工事費の 5％にな

っている。ただし、仕事を順調に請け負

えるわけではない。応援に入ることも多

いが、少し前まで 1.2 万円～1.1 万円だ

ったが、1 万円に応援の単価は下がった

という。また、受注の波があるため 1

年前まで勤めていた時には 27.8 万円あ

った月収が、ヒアリング時には平均する

と 20 万円くらいにしかならないという。 

タイル工（No.9）は、グループ長が

平米単価の手間請で受け取るため、そこ

から諸経費を引いた残りを 3 人で割る。

したがって、請負代金は月によって変動

し（09 年 4 月は 1 万円×25 日、5 月は

1.25 万円×25 日）、収入額は一定してい

ないという。 

No.12 金物工は、かつて夜勤手当が

1.5～2 倍ついていたが今はつかなくな

ったという。 
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表 2-5 請負単価及び費用負担 

常用単価 

（万円） 

月収 

（万円） 
ケ

ー

ス 

職

種 

年

齢 

日

額

(a) 

出

来

高 

応

援

（

日

）

 

(a)
×

25 

材

料 

経

費

相

当

分 

交

通

費

相

当

分 

人

件

費

相

当

分 
資

格

取

得

費

用 

1 
給

排

水 

設

備 

41 2.2 － － 55 
会

社 

自

己 
自

己 

自

己 

- 

2 金

物 

55 2.3 

請

負

代

金 

口

頭

で

の

取

り

決

め 

2.2 58 

会

社 

会

社 

ガ

ソ

リ

ン

 

自

己 

駐 

車 

場

 

会

社 

自

己 

会

社 

4 
土

木 

48 1.0 

直

接

工

事

費 

の

5
％ 1.0 25 

自

己 

自

己 

自

己 

自

己 

前

 

勤

め

先 

今

 

自

 

己 

10 
タ

イ

ル 

44 1.2 

モ

ザ

イ

ク

 

1200
円/

㎡ 

コ

ー

ナ

ー

 

300
円/

m 

  30 

会

社 

会

社 

リ

ー

ダ

ー

的 

「

一

人

親

方

」

負

担 

自

己 

- 

9 
金

物 

61 1.8 -   45 
会

社 

自

己 

自

己 

自

己 

- 

11 
塗

装 

33 1.6 -   40 
会

社 

会

社 

自

己 

自

己 

会

社 

12 
金

物 

40 1.7 -   43 

会

社 

会

社

・

自

己 

自

己 

自

己 

前

 

勤

め

先 

今

 

自

 

己 

出所：同上、p.93。 
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以上のように請負単価の減少や、ある

いは、夜勤手当がなくなる、応援代が下

がるなどさまざまな形で収入が減って 

いることがわかる。 

しかし一方で、表 2-5 にみられるよう

に経費負担は経費相当分（副資材、道具

代、作業着、安全帯やヘルメットなどの

安全用具など）や、交通費相当分（ガソ

リン代、駐車場代、交通費など）や、人

件費相当分（社会保険費、労災費など）

や、資格取得の費用についても自己負担

になっていることが多い。 

 

３．生産組織にみる「一人親方」としての

職長の責任・役割と労働実態 

以下では、全建総連・建政研の行った

「一人親方」調査における聞き取り調査、

および、その後の個別聞き取り調査から

生産組織を中心に「一人親方」としての

職長の責任・役割と労働実態をみていき

たい。また、生産組織から新たに「一人

親方」が生み出される可能性にはどのよ

うなものがあるかについてもあわせて

みていきたい。 

１）生産組織にみる「一人親方」の職長と

しての役割・責任 

まず、金物工（No.2）の従事した生

産組織（図 3-1）についてみる。 

金物工（No.2）が所属する 1 次金物

会社は設計課、営業課、工事課を持ち、

社員 20 名の規模である。施工内容は「建

物の入り口回りの看板やパネル、下地、

トイレ周りの握りのカウンターのステ

ンレスの目切り、階段の手すり、アルミ

天井など、金物全般の取り付けなどを行

っている。工期は工事の最後の日程が決

まっているため、鉄骨工事や土木工事な

ど前工程が遅れた場合、金物など仕上げ

工事が短くなることもあるという」

３８）

。 

所属会社である 1 次下請会社とのや

りとりは、ゼネコン一次下請会社と打ち

合わせした工期や工事などの内容を指

示される。ただし、基本的には作業図面

通りに仕事を進めているようである。 

金物工（No.2）は「会社には雇用さ

れていないが会社の安全衛生責任者に

なっており、現場に入る時、職長として

入ることが多い。まとめる職人の数は 2

～3 人から 20 人の時もある」

３９）

。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 末端が「一人親方」職

長である重層構造 

 
元請：ゼネコン

仕

事

請

負

代

金

専

属

下

請

聞

き

取

り

対

象

者

仕

事

指

示

請

負

代

金

1次　金物会社

社員約20名

　設計、営業、工事課

 
出所：同上、p.104. 
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職長の業務について、所属会社の元請

ホームページに掲載されている「職長会

主体による自主管理活動」

４０）

をみると

次のようになっている。 

「職長業務」 

・全作業員の安全確保 

・朝礼、打ち合わせ会議への参加 

・KYK４１）

、TBM４２）

の完全実施 

・立入り禁止区域に表示及び作業員の

健康状態の把握と適正配置 

・工具、設備の始業前点検 

・搬出入計画の調整と管理 

・作業終了後の片付けと点検の実施 

「自主管理」 

・安全…安全帯使用、立入禁止表示、

場内各規則の遵守、有資格者

の配置はもとより安全巡視

等による教育、指導。 

・品質…各職において精度に基づいた

施工管理を行う。 

・工程…作業打ち合わせは職長会にて

進行し、社員を含め職長間にて作業

調整を行う。 

 

金物工（No.2）の元請会社のホーム

ページには元請が課しいている職長業

務は 7 項目ある。その内容は作業員の安

全確保、健康状態の把握など人的な管理

から、工事工程の前後管理や工具設備な

どの安全点検まで、現場全体においてか

なり幅広い業務内容である。元請の安全

衛生意識や管理が厳しくなっていると

の指摘が多方面から指摘されるが、現場

の工程管理、作業進行など施工の要にな

る部分に加え安全衛生面における責任

を 1 次下請に押し付けている様子が見

て取れる

４３）

。 

また、1 次下請会社は職長である「一

人親方」に上記のような役割を転嫁して

いるがこれに対し、金物工（No.2）は

職長としての業務手当を与えられてい

ない。 

２）「新規入場者アンケート」により「一人

親方」職長を偽装雇用 

このように元請けから 1 次下請へ、1

次下請から 2 次下請へと施工や安全に

関する監理責任や役割が転嫁されてい

る。しかし、これは実態的には偽装雇用

といえる。そのような様相を整える書面

の一つが「新規入場者アンケート」であ

る。「新規入場者アンケート」は元請会

社が労基署などに提出する書類であり、

下請会社が現場に入る職人一人一人に

書かせている、もしくは、下請会社が用

意している。この金物工以外にもほとん

どすべての大手ゼネコンの現場に入場

する「一人親方」あるいは職人の聞き取

りで明らかになったことだが、どの現場

に入る時でも 1 次会社に「雇用されてい

る」という書類にして提出している。あ

たかも 1 次下請が施工部門を担ってい

るように見せかけることがこの書類を

提出することで可能になるのである。一

方で、雇用契約書や社会保険料の納付書

類など、雇用していることを証明する書

類の提出は義務付けられていない。この

ような偽装が野丁場における現場では

まかり通っているのである。 

３）1 次下請である材料メーカー・商社へ

の 2 次下請の内部組織化 

次に上記の変態形態について金物工
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（No.12）の聞き取り結果をみたい。ヒ

アリングによれば金物工（No.12）は「一

人親方」ではなく会社に「雇用されてい

る」というが、雇用契約は結んでおらず、

社会保険等も自己負担しており、仕事が

ない時には収入もないという点で他の

ヒアリング調査対象者がおかれている

状況と酷似している。 

1 次下請会社は施工部門を持たない

商社や材料メーカーであり、金物工

（No.12）が「雇用されている」会社は

そこからの 2 次下請となっている。金物

工（No.12）は職長として現場に入るた

め、職長会議に出席するなど施工以外で

も職長としての業務を行っている。 

しかし、職長としての所属先は施工体

系図においては 1 次下請になっている。

したがって、「新規入場者アンケート」

では所属先を「雇用されている」会社で

はなく 1 次会社の名前を書くことにな

る。この 2 次下請会社の場合、上位業者

は商社や材料メーカー合わせて 4 社で

あるため、現場ごとに所属する会社名が

異なっているという

４４）

。 

 

 

このようなパターンのさらなる変態

形態が No.11 塗装工からの聞き取りで

明らかになったもの（図 3-3）である。

No.11 の作業内容は「建物内部・外部の

塗装。クロスを貼る前の工程で壁と枠の

つなぎ目やボード間のつなぎ目を平ら

にするパテ処理と、そのあとにペンキを

塗る。内装職やボード職と同時進行での

図 3-2 1 次下請である材料メーカー・商社への 2 次下請の内部組織化 

 

職長会議職長会議職長会議職長会議（（（（現場監督現場監督現場監督現場監督10101010～～～～

30303030人人人人、、、、職長職長職長職長30303030～～～～40404040人人人人））））

・ボード・サシュ・墨だし・ア

ンカー・電機　・クロス・床

・設備・衛生・とび・軽量・防

水・はつり・さかん・土工

・カーペット・金物（ステンレ

ス、アルミ、鉄で請負会社

が違う）

　※打合せは前後工程の

職長と

元請元請元請元請：：：：ゼネコンゼネコンゼネコンゼネコン

1111次次次次：：：：代理店代理店代理店代理店

商社,材料メーカー（４社）

現場にはほとんど来な

い

2222次請次請次請次請けけけけ：聞き取り対象者の所属会社

個人の会社（12名の常用、雇用関係なし）

現場へは2～3名

常用単価：1.7万円/日

職長は聞き取り対象者

仕

事

請

負

代

金

仕

事

請

負

代

金

2次

職長

仕

事

請

負

代

金

指

示

3333次請次請次請次請けけけけ：

聞き取り対象者の

所属会社

仕

事

請

負

代

金

現

場

監

督

か

ら

指

示

パターン1

パターン2

 
出所：同上、p.105. 
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作業になる。作業は 1 人で行う現場もあ

れば数十人で行う現場もある」

４５）

。 

1 次会社との関係は登録であり、この

1 次下請の現場に入る職人は皆登録し

ており、会社のホームページには「常時

220 人前後の職人さんが毎日のように

働いています」と記されている。単価は

一律 1.4 万円/日であり、No.11 塗装工は

職長になることもあるが、その手当はつ

かない。職長の仕事は職人の作業の配置

や前後工程の職長との調整、あるいは上

記見てきた職長業務であるが、この場合、

その他に 1 次下請会社の営業担当者に

携帯電話で連絡し材料の調達を行うこ

とが加わる。 

一方、1 次下請会社の役割としては営業

マンの職人確保が指摘されたが、職人確

保において営業マンの間で競争が起き

ているようである。営業マンはある程度

の数の職人を抱えているようだが、別の

営業マンが抱えている職人にも声をか

けることがあり、それを聞いて職人に

「こっちに仕事があるから行かないで」

ほしいというようなやり取りもあると

いう

４６）

。 

図 3-3 1 次塗装会社に職人が登録しているケース 

 

現場

職長会議職長会議職長会議職長会議　　　　　　　　  　　　　　　　　　  　　　　　　　　　  　　　　　　　　　  　・とび
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・アンカー　　　　　　　　　 　・墨だし
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・クロス・床　　　　　　　　　  ・設備

・防水・はつり　　　　　　　   ・左官

　　　　　　　　　　　　　　　　　・軽量

ゼネコン
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戸田建設株式会社
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マンション管理組合

ビルオーナー
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社
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人
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人
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金
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金
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事
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聞取りでは300人の職人が登録

HPでは「常時220人前後の職人さん

が毎日のように働いています」

作

業

指

示

作

業

指

示

お

金

1.4万円

/日

1.4万円/日

職

人
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か
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お
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※打合せは前後

工程の職長と

 

出所：同上、p.105. 
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このように、施工に全くたずさわらな

い材料メーカーや商社が、今日では 1

次下請会社として重層下請構造の中に

入り、「一人親方」を内部組織化する動

きがみられる。 

しかし、一方で、「1 次で請けると材

料から何から手配しないといけない。そ

れよりも取り付けているだけの方が良

い」という意見もヒアリング対象者から

聞かれた。材料調達についていえば「代

理店」が 1 次下請として入ることで、「ス

ケールメリットを活用し材料の単価が

安くなる。また、元請に対しても会社の

言い値で仕事ができるわけではないの

で、そのような交渉も引き受けてくれる

という」

４７）

。元請けゼネコンに対して

いかに個人会社の立場が弱いものであ

ることがわかる。 

また、一方で仕事確保についても重視

すべきことがある。No.11塗装工は1990

年代中旬に入職してから仕事がある職

人や会社に応援のような形で入り、フリ

ーターのように 1 年や半年で 10 社以上

転々とし、そのような期間を 3 年続けた

という経歴を持つ。大きい現場に入ると

塗装会社が何社も入っているので、腕が

良い人を見つけて携帯電話番号を交換

していたという。そして仕事がなくなっ

たら、たとえ 1 日しか会ってなく、顔を

忘れていてもかまわず電話をかけ、100

件以上登録していたという。No.11 塗装

工にとって 1 次下請会社は登録という

形であっても仕事が切れない事の方が

重要であるようだ。 

４）「手間請」、「応援」中心の仕事確保 

さて、すでに述べたように、責任施

工・自主管理を徹底し、それを下請に押

し付けた元請ゼネコンの体制はすでに

確立し、なおかつ、それを押し付けられ

た下請業者はさらに「一人親方」を外部

化しながらも、再転嫁する方向も徹底さ

れている。そして、一方で、あたかも 1

次下請業者が施工体制をとっているか

のようなみせかけもできている。 

また、これまで「材工とも」で受注し

てきた1次下請や2次下請が材料を調達

せず、商社や材料メーカー、または、元

請ゼネコンからの材料支給に依存して

いる状況が今日では見られる。このよう

な状況の先にはさらなる手間請負単価

の低下や、手間請「一人親方」の増加が

起きるのではないか。以下では生産組織

から新たに「一人親方」が生み出される

可能性にはどのようなものがあるかに

ついて考察したい。 

図 3-4 はある型枠会社 A の番頭から

の聞き取り

４８）

をもとに作成したもので

ある。型枠会社 A は社長、専務、営業、

番頭（聞き取り対象者）、事務員の 5 人

で、その他に「親方」を頭にした班を５

つ抱えている。元請は大手ゼネコンや地

場ゼネコンなどがあり、型枠会社 A は

それらのうち３社の協力会社になって

いる。親方が抱えている「若い衆」が

10 人や 8 人や、「一人親方」の 4 人グル

ープなどで、あわせると約 30 人になる

という。材料は１次会社である型枠会社

A が調達しそれぞれの班には平米単価

（1300 円～1000 円/平米）で手間のみ

を再下請している。 
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型枠会社 A の受注があるときは 5 班

すべての班が回っているが、昨年の夏以

来仕事が激減し、2010 年 2 月 5 月まで

は工事受注が全くなくなったという。し

たがって、その時には抱えている職人の

班には仕事を出していないことになる。 

この場合、職人を抱えている「親方」

は職人を「遊ばせる」わけにはいかない

ので、親方のつてで仕事を確保しなけれ

ばならない。仕事確保が「親方」の仕事

になるのである。 

 

 

2010 年 6 月に入ってから受注した工

事が始まったが、別の仕事を見つけて帰

ってこない班もいるという。 

また、別の型枠工 B４９）

は親方として、

二次業者として手間請をしていた。

2009 年 4 月までは 6 人の職人を抱えて

いた。しかし、2009 年 12 月の仕事は 3

日だけというように所属会社からの受

注量が激減し、抱えていた職人も手放し

て「一人親方」となり、知り合いのつて

を頼りながら応援で仕事をつないでい

るという。手間請単価は所属会社から

1,700 円/平米で請けていたが、応援で仕

事をつなぐようになってからは 1,200

円～1,000 円/平米にまで落ちたという。 

このように所属会社の仕事がなくな

り、応援で食いつなぎ、仕事がなくなる

とそれまでよりも低い手間請単価で仕

事を請ける例は先にも見てきたが、かな

り広範囲に広がっているものと推察さ

図 3-4 １次下請型枠会社が抱えている職人グループ 

元請ゼネコン

1次下請型枠業者

親方

職

人

職

人

職

人 ・・・・・

全部で５班

親方

職

人

職

人

職

人

職

人

親方

職

人

職

人

職

人

職

人

 

出所：聞き取りより筆者作成 
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れる。 

さらに、鳶会社を経営している若手社

長 C５０）

は、7 社の親会社と付き合いが

あり、「鳶とつく名の仕事はなんでもや

ります」という他、鉄骨や足場、鍛冶仕

事などの仕事も行っている。また、それ

以外にも、7 社の親会社の下に入る「会

社」を「協力会社」と呼び、仕事がない

時に互いに仕事を融通し合っていると

いう。若手社長 C は自ら施工も手掛け

ている。ただし、材料は親会社かゼネコ

ンが支給し、請けている仕事のほとんど

が「応援」であるようだ。 

仕事確保の仕方が「応援」中心になり、

会社として手間請する 2 次下請の「応

援」としての 3 次下請、さらにその下に

まで急速に広がっている。同時に手間請

単価も安くなり、2010 年 6 月 20 に行わ

れた神奈川土建組合職長の会（神奈川土

建 PAL）第 3 回総会では、平米 500 円

で請ける「ワンコイン大工」なるものが

登場しているという報告がなされてい

る。 

 

おわりに 

以上の考察から明らかになったこと

は次のことである。 

本来、一人親方とは町場において技能

レベルを向上させ、職人や見習いを雇用

する自営業者の前段である起業準備の

段階である。したがって、職人として雇

用されていた時よりも高額の収入を得

る必要がある。ただし、当面の間は賃労

働者として収入を確保しなければ生活

が困窮してしまう。したがって、一人親

方には独立自営業者と賃労働者との両

側面が見られる。 

一方、野丁場において元請ゼネコンに

よるコストのスリム化により、下請企業

は元請ゼネコンから過大な責任を負わ

され、監理および施工において会社から

外部化するという形でそれから逃れる

ことになった。この下請への責任転嫁か

ら生まれたのが職長「一人親方」である。 

「一人親方」は好景気、不景気にかか

わりなく拡大されている。一方で、それ

は、受注の調整弁として拡大し、他方で

元請ゼネコンが作った責任施工体制の

枠の中で拡大しているのである。すなわ

ち、元請からの受注が減少すれば、下請

は簡単に「一人親方」を切り捨てること

ができるのである。今日、さらなる元請

ゼネコンのコスト削減が続いており、そ

れは末端労働者である「一人親方」に最

も強く影響を与えている。その結果、手

間請の応援という形で、本来の工事受注

とは程遠い働き方を求められ、賃金・収

入水準において、生活がままならないよ

うな「一人親方」が生み出されている。 

 

【注】 

１ 全国建設労働組合総連合・建設政策研究

所『建設産業の重層下請構造に関する調

査・研究報告書』2008 年 9 月、p.11。 

２ 調査は①重層下請構造下における今日

的な「一人親方」の実態把握（労働実態、

契約形態、労働条件、費用負担の形態、要

求や意識状況など）、②「一人親方」の働き

方の類型化と定義付け、③「一人親方」形

態での働き方の問題および改善すべき課題

の提示を目的に、アンケート調査、聞き取

り調査を実施したもの。アンケート調査に

ついては、全建総連傘下組織の組合員で、



大手建設資本に従事する今日の「一人親方」の形成過程（越智 今日子） 

 51 

ゼネコンや住宅企業の現場での仕事を個人

で請負う方を対象に、09 年 2 月～3 月 23

日にかけて実施した。アンケート票は各傘

下組織別に配布し、個人または組織単位で

の返送にて回収。配布総数は 1605 票、回

収数 1120 票（うち無効票 227 票。所属県

連・組合不明票 9 票。）有効回収数は 893

表、有効回収率は 55.6％。聞き取り調査に

ついては、首都圏および地方都市で「一人

親方」として働いている方で職種の限定は

なし。首都圏の傘下組織の調査協力のもと

各組織から協力者を選出した。調査実施期

間は 2009 年 5 月～11 月。対象者には事前

に調査概要と「質問項目」についての文書

を配布。１回の聞き取り所要時間は 1.5 時

間を目安に、調査員 2～3 名（進行係、記

録係）で実施。報告書は全建総連・建設政

策研究所『建設産業における今日的「一人

親方」労働に関する調査・研究報告書』

2010.2. 

３ 同上、p.26。 

４ 同上 p.23。 

５ 同上 p.73。 

６ 道又健治郎・木村保茂『建設業の構造変

化にともなう建設職人層の賃労働者化と労

働組合運動―親方制的雇用構造の解体過程

の進行と養成訓練の変容に関する実証的研

究―』1971 年 7 月。 

７ 椎名恒「最近における建設自営業者の動

向（上）」『労働運動』1983 年 8 月。 

８ 加藤祐治『現代日本における不安定就業

労働者・増補改訂版』お茶の水書房、1987

年 8 月。 

９ 道又・木村（1971）、p.46。 

10 同上、同ページ。 

11 同上、p.5。 

12 同上、p.48。 

13 椎名（1983）p.224。 

14 同上、p.227。 

15 加藤（1987）p.254。 

16 同上。 

17 全日本建設交運一般労働組合・建政研

『建設労働の今・未来―建設現場に強固な

労働組合を―』（2005.10）p.82。 

18 同上。 

19 同上。 

20 佐崎昭二「90 年代の建設労働研究（12）

―建設労働力の動員と外国人労働者＜その

５＞」『建設総合研究』第 197 号、

2001.12.p.45-p.46。 

21 同上、2001.12.p.45-p.48。 

22 同上。 

23 （ ）内のケース番号は表１に掲載し

たもの。なお、ケース番号はヒアリング対

象となった一人親方のものであり、全建総

連・建政研(2010)『建設産業における今日

的「一人親方」労働に関する調査・研究報

告書』の p.64 ページに一覧表として収録さ

れている。 

24 全建総連・建政研(2010)、p.69。 

25 同上。 

26 同上、p.104。 

27 金物工によると、専属下請会社になっ

たのは下請の親方から賃金が高いから直接

やりとりしてほしいと申し出があったため

であり、また、屋号は専属下請となって最

初のファックスで勝手につけられていたと

いう。専属下請会社になったのは受動的な

ものであったようだ。 

28 全建総連・建政研(2010)、p.73、99。 

29 同上、p.81。 

30 同上、p.75。 

31 同上。 

32 同上、p.81。 

33 同上、p.81。 

34 同上。 

35 同上、p.82。 

36 2010 年 6 月 3 日の聞き取りによる。対

象者は鉄筋工で勤め先の会社は１次下請会

社。 
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37 工事に係るすべての材料と手間を合わ

せて請けること。 

38 全建総連・建政研(2010)、p.99。 

39 同上、p102。 

40 元請の安全協力会ホームページより。 

41 危険（K）予知（Y）活動（K）の略。 

42 ツール・ボックス・ミーティング。「職

長を中心にして､その日の作業の内容や方

法･段取り･問題点について短時間で話し合

ったり､指示伝達を行うもので､その際､工

具箱（ツール・ボックス）に座って行うこ

とがあることからこのような名称がついて

います｡この TBM は､作業開始前だけでな

く､作業の進行に応じて作業中や職場ミー

テ ィ ン グ 時 に も 行 わ れ ま す 」 ｡

http://www.anzenkun.nishio-rent.co.jp/an

zen/088.htm 参照。 

43 全建総連・建政研(2010)、p.102。 

44 同上、p.105。 

45 筆者が 2009 年 11 月 4 日に行った聞き

取りによる。 

46 全建総連・建政研(2010)、p.109． 

47 同上、p.105． 

48 筆者が 2010年 6月 3日に行った聞き取

りによる。 

49 2010 年 6 月 4 日の聞き取りによる。 

50 2010 年 5 月 31 日の聞き取りによる。 
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